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【事業費の額（各取組）、活用を想定している資金】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の詳細＞ 

 
 
 
 

 
 
【事業費の額（各年度）、活用を想定している国の事業（交付金、補助金等）】 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

活用を想定している国の事業
（交付金、補助金等）の名称

所管府省庁
必要額合計
（千円）

該当する取組No

民生電力 4,150,842
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 4,150,842

民生電力以外 143,333
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 143,333

年度 部門別 取組No 事業内容
事業費

（千円）
部門別事業費

（千円）
事業費（年度合計）

（千円）
活用を予定している国の事業
（交付金、補助金等）の名称

所管府省庁
必要額

（千円）

令和7年度 年度合計 10,000
民生電力以外 - 執行事務委託費 10,000 10,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 10,000

令和8年度 年度合計 387,621
民生電力 ①-1-2 既存建築物のZEB化診断 25,000 347,621

①-1-3 既存建築物のZEB化・省エネ設備導入 270,767 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 180,511
①-1-4 ZEB化の普及啓発 3,300 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 2,200
①-4 一般住宅の省エネ設備等の導入 12,721 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 8,480
①-5 民間施設への太陽光発電設備等の設置 35,833 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 23,888

民生電力以外 ②-3
プロスポーツ団体（運動公園をキャンプ拠点としている
プロ野球団等）と連携し、脱炭素に資するイベント等の
共催

24,000 40,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 16,000

- 執行事務委託費 16,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 16,000
令和9年度 年度合計 943,104

民生電力 ①-1-1
「まちなか投資倍増プロジェクト」の省エネ性能基準
（ZEB）の容積率緩和によるZEB化の促進

207,000 913,104 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 138,000

①-1-2 既存建築物のZEB化診断 25,000
①-1-3 既存建築物のZEB化・省エネ設備導入 417,845 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 278,563
①-1-4 ZEB化の普及啓発 3,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 2,000
①-4 一般住宅の省エネ設備等の導入 16,592 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 11,062
①-5 民間施設への太陽光発電設備等の設置 71,667 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 47,778

①-6-1 公共施設の太陽光発電設備等の設置 89,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 59,333
①-6-2 公共施設の蓄電池の設置 83,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 55,333

民生電力以外 ②-3
プロスポーツ団体（運動公園をキャンプ拠点としている
プロ野球団等）と連携し、脱炭素に資するイベント等の
共催

14,000 30,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 9,333

- 執行事務委託費 16,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 16,000
令和10年度 年度合計 3,264,020

民生電力 ①-1-1
「まちなか投資倍増プロジェクト」の省エネ性能基準
（ZEB）の容積率緩和によるZEB化の促進

207,000 3,234,020 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 138,000

①-1-2 既存建築物のZEB化診断 25,000
①-1-3 既存建築物のZEB化・省エネ設備導入 688,612 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 459,075
①-1-4 ZEB化の普及啓発 3,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 2,000

①-2
大型運動公園（生目の杜、清武総合）の駐車場上部空間
にソーラーカーポートによる再エネ電源を確保し、余剰
電力をエリア内に供給する

805,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 536,666

①-4 一般住宅の省エネ設備等の導入 22,123 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 14,748
①-5 民間施設への太陽光発電設備等の設置 89,583 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 59,722

①-6-1 公共施設の太陽光発電設備等の設置 65,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 43,333
①-6-2 公共施設の蓄電池の設置 36,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 24,000
①-7 公共施設の省エネ設備等の導入 1,292,702 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 511,600
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【総事業費に係る費用効率性】 

（総事業費に係る費用効率性）35,098 円／t-CO2 

 

【地域脱炭素移行・再エネ推進交付金に係る費用効率性】 

 

 

 

 

 

 

 

【取組における CO2 削減効果】 

＜取組①-1＞ 

新築建築物の ZEB 化導入 

（総事業費に係る CO2 削減効果） 16,758 円/t-CO2 

2024（令和 6）年度から、まちづくりに資する民間開発の促進を目的として「まちなか投資倍増

プロジェクト」による容積率の緩和や、固定資産税等の軽減をワンパッケージにした新たなプロ

ジェクトを実施している。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

民生電力以外 ②-3
プロスポーツ団体（運動公園をキャンプ拠点としている
プロ野球団等）と連携し、脱炭素に資するイベント等の
共催

14,000 30,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 9,333

- 執行事務委託費 16,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 16,000
令和11年度 年度合計 1,270,849

民生電力 ①-1-1
「まちなか投資倍増プロジェクト」の省エネ性能基準
（ZEB）の容積率緩和によるZEB化の促進

207,000 1,190,849 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 138,000

①-1-2 既存建築物のZEB化診断 25,000
①-1-3 既存建築物のZEB化・省エネ設備導入 688,612 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 459,075
①-1-4 ZEB化の普及啓発 3,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 2,000
①-4 一般住宅の省エネ設備等の導入 27,654 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 18,436
①-8 再生可能エネルギー（オフサイト）の導入 150,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 100,000
①-5 民間施設への太陽光発電設備等の設置 89,583 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 59,722

民生電力以外 ②-3
プロスポーツ団体（運動公園をキャンプ拠点としている
プロ野球団等）と連携し、脱炭素に資するイベント等の
共催

14,000 80,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 9,334

②-1
産官学連携による宮崎科学技術館のリニューアル（展示
物含む）

50,000

- 執行事務委託費 16,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 16,000
令和12年度 年度合計 1,203,976

民生電力 ①-1-3 既存建築物のZEB化・省エネ設備導入 986,457 1,165,976 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 657,637
①-1-4 ZEB化の普及啓発 3,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 2,000
①-4 一般住宅の省エネ設備等の導入 33,185 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 22,124
①-5 民間施設への太陽光発電設備等の設置 143,334 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 95,556

民生電力以外 ②-3
プロスポーツ団体（運動公園をキャンプ拠点としている
プロ野球団等）と連携し、脱炭素に資するイベント等の
共催

14,000 38,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 9,333

②-4 公共交通機関利用（バス路線）への誘導 8,000
- 執行事務委託費 16,000 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 環境省 16,000

全体 7,079,570 4,294,175
合計 民生電力 6,851,570 4,150,842

民生電力以外 228,000 143,333

費用・削減効果・費用効率性

事業費（千円）
地域脱炭素移行・再
エネ推進交付申請額

合計（千円）

CO2削減効果(累計)合
計（t-CO2）

6,921,570 4,294,175 201,707

6,751,570 4,150,842 196,443
170,000 143,333 5,264

事業費に係る
費用効率性（円/t-CO2）

地域脱炭素移行・再エネ推
進交付金に係る費用効率性

（円/t-CO2）

交付金対象事業全体 34,315 21,289

民生部門電力の取組 34,369 21,130
民生部門電力以外の取組 32,295 27,229


